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1. はじめに 
大学コンソーシアム京都は，平成10年3月に文部大

臣（当時）より財団法人（平成22年より公益財団法人）

としての設立認可を受けた．法人格を持つ大学コンソ

ーシアムとして，全国最大規模の事業を展開している．

その中核事業の一つに単位互換事業が挙げられる．毎

年加盟大学の多くの学生が他大学開講科目を相互に受

講している．それ以外にも加盟大学が連携，協力し様々

な教育に関する新しい取り組みも試みている． 
平成20年度～22年度に文科省 戦略的大学連携支援

事業の選定を受け，加盟大学のうち7法人10大学・短

期大学と京都市・大学コンソーシアム京都の共同事業

として，教養教育の共有共用化を目的とした連携 e ラ

ーニングシステムと制度の構築をおこなった．この共

同事業では，「e(いー)京都(こと)ラーニング」という名

称のシステムを立ち上げ，平成22年度に遠隔講義によ

る同期型授業と VOD による非同期型授業を試行提供

し，連携校学生に限定した単位互換による受講を開始

した．文科省補助事業終了後の平成23年度から，この

連携事業で構築したシステムおよび授業コンテンツ等

は，大学コンソーシアム京都 教育事業部の通常の単位

互換事業に引き継がれ，受講対象も単位互換事業参加

の51大学全体に拡大した． 
 
2. 大学コンソーシアム京都について 
大学コンソーシアム京都は，日本有数の大学都市と

も言える京都市が平成 5 年に策定した「大学のまち・

京都21プラン」をベースとし，平成6年に発足した「京

都・大学センター」をその前身としている．同年には

15大学・13短期大学での単位互換事業を開始した．平

成10年に名称を現在の「大学コンソーシアム京都」に

変更すると同時に，財団法人設立の許可を受けた．事

業内容としては，単位互換，生涯教育，インターンシ

ップをはじめとした教育事業の他に高大連携事業，リ

エゾン・共同研究事業，高等教育研究推進事業，学生

交流事業と多岐に渡っている．（図 1）加盟団体は京都

地域の全ての国公私立50大学・短期大学（学生総数約

17 万名）と京都市及び京都地区経済団体（京都商工会

議所，社団法人京都経済同友会）である． 

 
図1： 大学コンソーシアム京都組織図 

単位互換事業に関しては，51 大学・短期大学（全加

盟大学のうち2 校が不参加，加盟大学以外で 3 校が単

位互換制度のみに参加している）が毎年約 550 科目を

提供し，受講者数も毎年のべ7,000名（社会人の生涯学

習である「京（みやこ）カレッジ」生を含む）を超え

る規模となっている．（平成24年度は45大学・短期大

学から547科目を提供，6月現在で7,150名が受講中） 
 
3. 戦略的eラーニングシステム開発推進事業 
文科省平成20年度戦略的大学連携支援事業に選定さ

れた「eラーニングシステムの共有共用化に伴う教養教

育の大学間連携と効率化の促進」は，大学コンソーシ

アム京都による単位互換制度をベースに，eラーニング

システムの共有共用化を図るものとして取り組んだ． 

この事業は，各大学が開講している教養教育科目等

をインターネット上で共用し，多種多様な教養教育科

目の大学間連携と効率化をはかることを目的とした． 

代表校は京都産業大学，連携校は京都学園大学，京

都光華女子大学，京都嵯峨芸術大学，京都女子大学，

明治国際医療大学，京都光華女子大学短期大学部，京

都嵯峨芸術大学短期大学部，京都女子大学短期大学部，

京都文教短期大学の 7 法人，10 大学・短期大学の連携

事業である． 

平成 20 年 10 月に代表校，連携校各学長名で「戦略

的大学連携支援事業の共同実施に関する協定書」を取

り交わし，委員25名からなる「戦略的 eラーニングシ

ステム開発推進委員会」を立ち上げた．委員会を月一

回定例的に開催し，本事業推進全体に係る審議と意思

決定をおこなった．また，実務的な役割を担う 4 つの
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ワーキンググループを設置した．各ワーキンググルー

プ（WG）の役割は以下のとおりである． 

(1) システム・インターフェースWG 
•システム構成・企画・設計 

•システム・インターフェースの検討・設計 

•遠隔講義システムの運用に関する企画・検討 

•VODシステムの運用に関する企画・検討 

(2) コンテンツ制作・調整WG 
•職員研修に関するコンテンツの企画・検討 

•生涯学習に関するコンテンツの企画・検討 

•遠隔講義の利用に関する企画・検討 

•単位互換授業の利用に関する企画・検討 

(3) eラーニングを用いた単位互換実施検討WG 
•eラーニングによる単位互換の調整・検討 

•各大学内における学生への周知・活用検討 

•その他教務に関する調整・検討 

(4) 広報・推進・事務調整WG 
•経費支出に関する調整 

•広報に関する調整 

•その他事務に関する調整 

以上の組織・体制で e ラーニングによる単位互換授

業提供に必要となる準備等を進めた．特に重点を置い

たのは，本事業で利用する e ラーニングによる授業提

供のプラットフォームの構築と各大学への遠隔講義シ

ステムの導入であった．これらと平行して，eラーニン

グの先進事例調査等をおこなった．国内では，東京（早

稲田大学，法政大学，メディア教育開発センター（現

在は放送大学に移管）），中部（日本福祉大学），九州（佐

賀大学，熊本大学）を視察，海外では米国および韓国

の大学等を訪問し，先進事例等の調査をおこなった．

また，著作権セミナーやコンテンツ制作のワークショ

ップといった，実際の e ラーニング授業を担当する各

大学の教員向けの啓蒙教育の実施，パイロットコンテ

ンツとして，ビジネスマナーなどを題材とした大学職

員向けの基礎教育コンテンツの制作等をおこなった． 
 

4. e京都ラーニング 
 eラーニングによる授業提供のプラットフォームと

して「e京都ラーニング」（図2）というシステムを構

築した．実際の授業コンテンツ提供の中心となるLMS
にはオープンソースであるmoodleを採用した．これに

加え，その他運用に必要となるシラバスや教務管理，

受講登録といった機能を独自のWebアプリケーション

として開発した．授業を提供する教員，受講学生，各

大学の教務部門が使用するものであるが，moodleの機

能も「e京都ラーニング」経由で利用する．（利用者が

moodleには直接ログインしない） 

 
図2： e京都ラーニング https://el.consortium.or.jp/ 

大学連携という環境では，eラーニングを利用する学

生数と科目数等の利用規模の想定が容易ではないとい

う問題があるが，連携大学の経費負担をできる限り少

なくする必要があった．また，構築するLMSは当初よ

り，本事業終了後も大学コンソーシアム京都に移管さ

れ，運用されることを想定していたため，最終的な利

用規模（受講生数・提供科目数等）は，最大で大学コ

ンソーシアム京都で従来実施されてきた単位互換制度

の利用人数と考えられた．よって，1万名近い学生が利

用することを考慮する必要があり，有償LMSの採用は

現実的ではなく，無償で使用可能で改造が自由に行え

るオープンソース・ソフトウェアから選択することと

した．代表校である京都産業大学にmoodle利用の実績

があったため，本事業でもmoodleを採用することとし

た． 

なお，教育部門にLMSの様なサービスを提供する場

合，導入後には利用者が定着し，固定化（利用が当た

り前の状況となる）する傾向がある．最初に有償ソフ

トを採用し，利用が活性化してから他の無償ソフトに

移行しようとしても，利用者の移行が思うように進ま

ず，移行が困難となることも予想される．連携事業で

は長期にわたって運用経費が確保できるとは限らない

という問題がある．最終的に問題となるのは運用コス

トであり，LMS の採用は，少々無理をしても長期にわ

たって低コストで使い続けられるシステムを採用する

べきであると考えた． 

遠隔講義システムで使用する装置は，企業などで使

用されている TV 会議システムを大学の授業にも応用

するものである．これにより学生には， 

①キャンパスを移動する必要がなく移動時間と移動

費用の問題が解消される 

②女子大学の開講科目を男子学生も受講できる 

というメリットが得られると考えられる．しかし同

時に問題もある． 

①基本的には複数の大学が同時に接続することがで

きるが，接続可能なサイト数は無限ではない 

②移動時間の問題は解消されるものの，各大学の授

業開始時間が異なる場合，学生は授業開始に間に

合わず，冒頭から受講することができない 

といったことである．メリットが大きいと考えられ

た遠隔講義であるが，実際にはこのように技術的な面

と運用面での問題が浮上する． 

本連携事業の目的の一つである同期型遠隔講義を実

現するために，各連携大学等にTV会議システムを導入

する必要があった．また連携する大学等（8拠点）で同

時に遠隔講義を実施するためには，中継を行う装置が

必要であった．TV 会議システムとして，標準的な

Polycom 社のTV 会議装置HDX-8002（以下，「HDX」
という．）を8拠点に，各拠点のHDXを10台まで制御

できる多地点制御装置RMX-1000（以下，「RMX」とい

う．）を大学コンソーシアム京都の事務局があるキャン

パスプラザ京都に設置した．当初は，双方向の音声と

静止画，動画が同時に各 2 面使用できることを検討し

たが，8拠点すべてへの装置の配備を実現するためには，

予算面から，導入する装置の性能を制限せざるを得な

くなった．RMX は最大同時 10 地点までの接続に限ら
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れ，音声と映像（静止画と動画を含む）を各 1 面だけ

の通信となった． 

各拠点での基本設備の概要は表 1 のとおりである．

設置先大学等の方針により個別に多少機器構成の差異

（自動追尾カメラの有無等）が発生している． 
表1：各拠点の基本設備 

HDX-8002 TV会議装置 1

スクリーン プロジェクタを含む 2

カメラ 画角，方向，合焦が自動 2

LAN TV会議装置とパソコン用 2

パソコン プレゼンテーション用 1

 
5. 受講登録システム 
戦略的 e-ラーニングシステム開発推進事業では，eラ

ーニング科目の受講登録システムをWeb アプリケーシ

ョンとして開発し実装した．平成23年度からは eラー

ニング科目だけではなく，大学コンソーシアム京都が

提供するすべての単位互換授業の出願には本システム

を利用することとなった．これにより，従来各大学の

教務部門窓口において紙ベースでおこなっていた（例

年単位互換授業の受講者が多い一部大学は別途専用の

電子出願システムを使用していた）出願処理がWeb で

おこなえる様になり，作業の省力化と出願に係る事務

処理時間を大幅に短縮することができた．以下が単位

互換科目への出願の手順である． 
(1) 履修のための科目出願は，学生自らが Web 画面

（図3）に入力して行い，学生の履修を承認する処理も

教務部門によりWeb画面を通じて行う． 
(2) 学生は科目出願の後，出願票を印刷し所属大学教

務部門に提出し，同時に本人確認を受ける． 

 
図3：学生情報の新規登録画面 

(3) 科目出願が揃った時点で，各科目提供大学により

履修承認処理を行ない，履修が承認された学生に対し

て，科目提供大学は学籍管理のため「成績番号」を付

与する． 
(4) 履修出願承認により，moodleのコースを自動で構

成する．これ以降，科目担当教員はmoodleにて授業を

開始することができる． 
(5) 学生が出願した科目の承認結果は学生のメール

アドレスに通知される．学生は通知を受取った時点で，

承認された授業のコースにログインすることが可能と

なる．（図4） 

 
図4：moodleコースを選択する画面 

(6) 学期終了後の授業担当教員による成績報告は，

moodle には組み込まず，各大学等の従来どおりの方式

によることとした． 
 
6. 単位互換授業の提供・受講状況 
平成 22 年度前期に非同期型VOD 授業 7 科目，同期

型遠隔講義授業 3 科目を提供し，それぞれ 114 名，16
名が受講した．また，後期にも非同期型VOD授業3科
目，同期型遠隔講義授業 2 科目を提供し，それぞれ 51
名，8 名の受講があった．平成 22 年度年間で 8 大学・

短期大学からVOD授業10科目，2大学から遠隔講義3
科目の合計 13 科目を提供し，7 大学・短期大学から合

計のべ 189 名の受講があった．学生向けの単位互換授

業とは別に，ローカル科目（自大学生に閉じた授業）

として 1 大学から 1 科目 67 名の受講があった．また，

大学職員研修として3コースのVOD授業（大学コンソ

ーシアム京都で作成）を提供し，8大学からのべ134名
の受講があった．（図5） 

科目数
（コース数）

ＶＯＤ科目 10 165 ７大学・１短期大学提供

遠隔科目 3 24 ２大学提供

ｅラーニング科目合計 13 189

ローカル科目 1 67 １大学提供

大学職員研修 3 134 ８大学職員が受講

カテゴリ 受講者数 備考

 
図5：平成22年度e-learning科目 

単位互換授業については，前期VOD授業の単位取得

率（受講者数に対する当該科目の修了者数の比率）が

71.9%，遠隔講義授業が 62.5%であった．同様に後期

VOD 授業は 74.5%，遠隔講義授業は 62.5%で，全体と

して受講生の 71.4%が単位修得したという結果である．

全般的にVOD授業の方が，遠隔講義授業よりも単位修

得率が高いという結果となった．VOD授業の方は，受
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講生の都合に合わせ各自のペースで授業や課題に取り

組むことができるという e ラーニングのメリットが受

け入れられたという結果とも考えられる．（遠隔講義授

業は，毎週決まった時間に決まった教室で受講すると

いうところが，従来の通常授業と差異が無い） 
補助事業終了後初年度にあたる平成 23 年度前期は，

非同期型VOD授業7科目，同期型遠隔講義授業1科目，

ブレンド型授業（通常授業とVODの組み合わせ）1科
目を提供し，それぞれ356名，4名，59名が受講した．

後期にも非同期型VOD 授業のみ 6 科目を提供し，201
名の受講があった．平成23年度年間で8大学・短期大

学からVOD授業12科目，1大学から遠隔講義1科目，

1 短期大学からブレンド授業 1 科目の合計 14 科目を提

供し，11 大学から合計のべ 601 名（通年開講の 1 科目

を半期 2 科目に換算）の受講があった．またローカル

科目（自大学生に閉じた授業）として 1 大学から 1 科

目105名の受講があった．（図6） 
科目数

（コース数）
ＶＯＤ科目 13 538 ７大学・１短期大学提供

遠隔科目 1 4 １大学提供
ブレンディッド科目 1 59 １短期大学提供

ｅラーニング科目合計 15 601

ローカル科目 1 105 １大学提供

カテゴリ 受講者数 備考

 
図6：平成23年度e-learning科目 

提供科目数は連携事業時より年間 2 科目のみの増加

であったが，受講者数は対象を単位互換事業参加盟全

51 大学・短期大学に拡大したこともあって大幅に増加

した． 
通常の単位互換事業として2年目にあたる平成24年

度前期も非同期型VOD授業7科目，ブレンド型授業（通

常授業とVODの組み合わせ）1科目を提供し，それぞ

れ435名，75名が受講している．後期は非同期型VOD
授業 6 科目，ブレンド型授業 1 科目を提供する予定に

なっており，現時点でそれぞれ350名，4名が受講登録

している．同期型遠隔講義授業は提供されていない． 
後期開講科目については，これから追加での受講登

録が可能であるため更に受講者が増える可能性もある

が，6 月時点において平成 24 年度年間で 7 大学・短期

大学から VOD 授業 13 科目，2 短期大学からブレンド

授業2科目の合計15科目を提供し，21大学から合計の

べ 864 名（通年開講の 1 科目を半期 2 科目に換算，社

会人の生涯学習である「京（みやこ）カレッジ」生を

含む）の受講となる見込みである．またローカル科目

として1大学から1科目32名の受講がある．（図7） 
科目数

（コース数）
ＶＯＤ科目 13 785 6大学・１短期大学提供

遠隔科目
ブレンディッド科目 2 79 2短期大学提供
ｅラーニング科目合計 15 864

ローカル科目 1 32 １大学提供

カテゴリ 受講者数 備考

 
図7：平成24年度e-learning科目 

e ラーニングによる単位互換授業の存在が加盟大学

学生に広く認知されるようになったためか，科目提供

大学数（9→9→8 大学・短期大学），提供科目数（13→
15→15 科目）はほとんど変化がないものの，受講者数

（のべ189→601→864名）と受講者所属大学数（7→11
→21大学・短期大学）は更に拡大する結果となった． 

7. まとめ 
平成 20 年度～22 年度に実施した，京都地区 7 法人

10 大学・短期大学と京都市，大学コンソーシアム京都

の連携による「戦略的 e ラーニングシステム開発推進

事業」で構築したシステムおよび授業コンテンツ等は，

平成23年度から大学コンソーシアム京都が引継ぎ，従

来から行われてきた「単位互換制度」の一部として「e
京都ラーニング」での授業を提供し，運用を開始した．

また，コンテンツ支援のあり方，プロトタイプの検討，

e ラーニングコンテンツ制作や教職員の支援体制構築

等を目的とした「eラーニングコンテンツ調整会議」を，

単位互換制度を担当する教育事業部主管の委員会とし

て立ち上げた． 
遠隔講義による同期型授業については，設備の関係

から連携事業の対象大学等に限定したままである（遠

隔講義システムのある連携校に他大学学生が出向いて

の受講は可）が，VODによる非同期型授業は，単位互

換事業参加大学・短期大学51校全体に受講対象を広げ

た結果，受講者数は大幅に増加した．また，毎年7,000
名を超える単位互換授業（eラーニング以外も含めて）

受講者の出願処理を，従来の紙ベースからWeb 化でき

たことの省力化，事務処理時間の短縮，正確性の向上

としての意味は大きいと評価している． 
授業担当教員の負担（コンテンツ制作及び授業運用，

特に受講者数の増大に対して）を軽減することは予想

以上に容易ではないが，科目提供教員同士が e ラーニ

ング授業の作成や運用に関するノウハウや苦労話，失

敗例等を共有するための自発的な動きもある．これら

を発展させた独自の研究会も立ち上がりつつある．受

講生からの評価は概ね良好（「いつでも質問を書き込め、

またそれに応えてくれるという形がよかったと思う。」

「何度も授業を見返すことができるため授業内容の復

習ができていいと思う。」といったアンケートへの自由

記述意見もあった）で，教育効果も低くはないと実感

している．しかし，複数大学にまたがる e ラーニング

による教育を組織的，定常的に進めていく，特に授業

コンテンツを提供してくれる教員の層を広げ，受講生

の様々なニーズに応えられる様に，提供科目数を拡大

するためには解決しなければならない課題がまだまだ

多いと考えられる． 
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